
こ
建 築 部 門 の 動向

1 ま え が き

科学技術の進歩， 地震， 火災等の災害事例等か

ら建築関係諸法（建築基準法， 消防法等）が改正

され， 建築物への社会的要請も複雑多岐になって

きている。

当社の建築物は， 電気事業のもつ特殊性から発

電所を始めとして大型建築物が多く， また地域社

会の中にあって電力供給の公益的な性格をもつ建

築物もあり， 設計に当っては， 耐震防災， 省ェ

ネ， 環境調和等， 多面にわたって幅広い内容の検

討が要求される。

これらの要求に応えるために， 当 社 建 築 部 門

は， 新技術の導入， 開発に積極的に取組んでいる

が， 以下に建築各部門（総務， 火力， 原子力）の

行なっている現況を報告する。

2 総 務 部 門

(1) 構造関係

当社管内には静岡県を主として昭和51年秋東海

大地震説を契機として地震防災対策強化地域の指

定があり， この地域内においては大きな震度とな

るることも想定されるため， 建築物の耐震設計や

既存建築物の耐震診断を重要な項目として検討を

行なっている。

当社の建築物の中には， 屋上に大規模通信鉄塔

を有する建築物があるが， 設計に当っては， 鉄塔

の振動が建築物に及ぽす影響に関し， 強風時の解

析および地震時の振動解析を行なっている。

これら一連の設計手法を確認するため， 津地方

制御所（地上 5 階建， 塔体74m（地上高lOOm))

をモデルにとり「地盤ー建屋ー鉄塔」連成系（以

下連成系という）の振動性状を把握するため次の

実験を行なった。

ア 基礎模型の起振器振動実験

イ 建屋の起振機振動の実験

ウ 建屋ー鉄塔系の起振機振動実験

エ 鉄塔自由振動実験

これらの諸実験結果から， 地盤， 建屋， 鉄塔お

よびそれら連成系の振動特性はかなりの部分が明
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らかになった。さらに研究を進めるために地震観

測を実施中である。

(2) 防災関係

建築物の大規模化， 複雑化が進むとともに， 火

災等の災害時における建築物内の人命の安全を確

保することがますます重要となってきた。

当社建築物の防災対策のうちハードな面での防

災施設等については， 建築基準法， 消防法等を遵

守することはもとより， これら法規の水準を上回

る内容で実施している。また， ソフトな面にあた

っては， 社内の防火規定等により管理体制が整備

され， 全般的にみて相当高度なレベルにある。防

火， 避難等を考える場合の重要な点はいくつかあ

げられるが， 当社における実例をまじえて紹介す

る。

ア 建築空間をわかりやすくする

我々が日常生活を営んでいくうえでのわかりや

すい建築空間をつくることは， 災害時に惹き起こ

される複雑な人間行動の原因を排除することにな

り， 安全設計上の大きなポイントである。

当社建築物にあっては， できるだけわかりやす

い建築空間とするように配慮しているが， 特に地

階に居室を有する事務所等では， 災害時にどこへ

逃げれば一番安全かという空間的な表示（避難誘

導標識非常用照明の設置等）を適確に配置して

いる。

イ 階段等の縦穴区画を適切に行なう

煙が建築物の階段や吹抜け等の縦穴を通じて上

階へ伝達することを防ぐことは， 防災上きわめて

重要であり， 特に避難経路となる階段への煙の流

入は， 絶対に避けなければならない。

当社の事務所， 独身寮等で3階以上に居室を有

するような場合には， 階段， 吹抜け， ジャフト等

の縦穴区画を完全に実施している。

ウ 公共の防災機構の実態をよく知る

公共の防災機構の実態に対応した避難対策を十

分配慮すべきである。 当社の憩の家等にあって

は， 敷地内通路・空地と公道との関係適正化等の

対策を重視し設計している。
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